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本誌は１９５０年に創刊され、その後の金融・財政の歴史とともに歩みを進めてき

ました。通巻３６００号超にわたる刊行を続けることで、金融界のオピニオン誌とし

ての地位を確立しています。 

 雑誌メディアの価値を測る一つに、より多くの人の目に触れるかどうかという要素

があります。多数の人が手に取るということはコンテンツに魅力がある証拠であり、

作り手はそれを目指して原稿の執筆・編集に当たっています。本誌の読者は「金融業

界の関係者および金融の動向に関心を持つ方々」が中心ですが、その中でより多くの

人の目に触れるよう、時宜にかなった誌面の在り方を考えています。 

 また、雑誌メディアの価値を測る別の尺度として、それを手に取った人が本当にそ

の中身を読んでいるかも重要です。その点、本誌の読者は書かれている内容を真剣に

読んでいます。なぜなら本誌は、金融機関の経営者、人事や企画部門のスタッフ、営

業店の幹部といった組織の中で物事を判断し、意思決定の責任を負う方々が必要とす

るテーマを取り上げているからです。実際に、こうした方々が、仕事上の解決の手掛

かりを求めて本誌を手にすることは極めて多いです。 

 一方、本誌は金融機関のみならず、財務省・金融庁・日本銀行をはじめとした関係

当局や、金融に隣接する業種の企業にも幅広く読まれています。金融業界への理解を

深めるに当たって、本誌こそが極めて有力な情報源だと評価されているからでしょう。 

 本誌には、金融機関の経営者や関係当局の幹部等、業界のキーパーソンが多数登場

する点も、一般誌とは異なる大きな特徴です。こうした方々が誌面を飾ることで、読

者からの支持がより高まる好循環は、創刊の頃から変わらぬ本誌の強みです。また、

インターネットや新聞とは異なる時間軸で、読者が知りたい情報を深く掘り下げて発

信していく誌面作りも本誌が貫くこだわりです。 

 本誌への広告掲載は、金融機関で意思決定する立場にある役職員、監督当局や業界

団体の関係者等の読者層に対する認知度向上に寄与するはずです。本誌の読者が誌面

で貴社の広告を目にした際、高い信頼感をもって受け止めることは間違いありません。 

 

編集長 田中 弘道 
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―２０２５年の特集記事（１～３月）― 

資金決済 新時代の足音（２０２５年新年特大号） 

正念場の財政・金融（２０２５年１月１４日号） 

「銀商」問題を乗り越えろ！（２０２５年１月２１日号） 

２０２５年版 金融を読むキーワード（２０２５年１月２８日号） 

２年目突入の新ＮＩＳＡ（２０２５年２月４日号） 

サウジアラビア オイルマネーの先（２０２５年２月１１日号） 

地銀がＭ＆Ａで描く成長戦略（２０２５年２月１８日号） 

嵐を呼ぶか!?「トランプ 2.0」（２０２５年２月２５日号） 

経営を揺るがす「不祥事」を防げ（２０２５年３月４日号） 

進む人事制度改革（２０２５年３月１１日号） 

展望 日本のＧＸ戦略（２０２５年３月１８日号） 

一刻を争う経済安全保障（２０２５年３月２５日号） 
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≪業態別配布状況≫ 

 

発行部数（Web版を含む）２５，０００部 

 

 

 

 

「週刊金融財政事情」は毎号約５５，０００人に閲覧されています！ 

 

以前編集部で実施したアンケート調査の結果、回覧で最も多い人数は３人

（30.6％）、次いで４人（25.3％）、５人（24.7％）の順で、４人以上の回覧

率は実に７０％に達しています。 

 本誌の回覧の特徴としては、本部、本店、支店を問わず、決裁権を持つ役

員・役席者に多く読まれていることです。 
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◆発    行  一般社団法人 金融財政事情研究会 

◆発  行 日   毎週火曜日発行（年間 47冊／2025年度） 

◆判    型    Ｂ５判 

◆発 行 部 数    ２５，０００部（紙１０，０００、Ｗｅｂ版１５，０００） 

 

広告料金表 

掲載面 ｽﾍﾟｰｽ 色 ｻｲｽﾞ 天地×左右・ﾐﾘ 
料金(円)10%

税込 

表４ 

（裏表紙） 
１Ｐ ４Ｃ ２４２×１７０ ６０５，０００ 

表２ 

（表紙裏側） 
１Ｐ 

４Ｃ 

１Ｃ 
２５７×１８２ 

５５０，０００ 

４４０，０００ 

表３ 

（裏表紙内側） 
１Ｐ 

４Ｃ 

１Ｃ 
２５７×１８２ 

４４０，０００ 

３３０，０００ 

 

 

 

前グラビア 

１Ｐ ４Ｃ ２５７×１８２ ５５０，０００ 

２Ｐ ４Ｃ (257×(182+3))×2 １，１００，０００ 

３Ｐ ４Ｃ 
1Ｐ=257×182 

2Ｐ・3Ｐ=(257×(182+3))×2 
１，６５０，０００ 

４Ｐ ４Ｃ 

1Ｐ=257×182 

2Ｐ・3Ｐ=(257×(182+3))×2 

4Ｐ=257×182 

２，２００，０００ 

中グラビア 

１Ｐ ４Ｃ ２５７×１８２ ３９６，０００ 

２Ｐ ４Ｃ (257×(182+3))×2 ７９２，０００ 

３Ｐ ４Ｃ 
1Ｐ=257×182 

2Ｐ・3Ｐ=(257×(182+3))×2 
１，１８８，０００ 

４Ｐ ４Ｃ 

1Ｐ=257×182 

2Ｐ・3Ｐ=(257×(182+3))×2 

4Ｐ=257×182 

１，５８４，０００ 

見開き原稿の場合は、本誌が無線綴じのため、左右いずれの頁も見開き中心線から 3 ミリずつ合計 

6 ミリの断裁のための余白をとってください。または、右頁・左頁をそれぞれに分けて 257×182で作成 

してください。中央の断裁分を切り落として使用する場合は、257×370で作成してください。 

本文 

１Ｐ 

ﾖｺ１/2 

ﾀﾃ１/3 

ﾖｺ１/4 

１Ｃ 

２５７×１８２ 

９８×１４１ 

２０３×４３ 

４５．５×１４１ 

２２０，０００ 

１３２，０００ 

 ９９，０００ 

 ７７，０００ 

※入稿データ締切日… 発行日の約１ヶ月前 
※表２・表３について、裁ち落としのデザインの場合、糊付け側（表２左側・表３右側）５ミリ程度以内には文字を入れない
でください。 

※前グラビアへの掲載は、１ヶ月に１社に限定してお受けしております。 


